
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 1年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人サ―ビスグラント

1 事業の成果

東京・関西の両地域を中心に、NPO法人・地域団体等を支援するプロボノプロジェク トを運営した。

行政との協働を通じて地域団体に対するプロボノ支援を積極的に推進した結果、年間約 150件のプロジ

ェクトを実施するに至った。また、社会参加のためのオンラインプラットフォーム「G艶いr」 を開発し、

個人単位のプロボノ参加を支える基盤を創出した。プロボノワーカー登録者数は、6,000人を超え、また、

企業の人材育成を目的としたプログラムの運営や、都市圏のプロボノ参加者が地方の非営利組織を支援

する「ふるさとプロボノ」等、多面的なプログラム展開を通じて、幅広い社会人の参加機会創出に取り組

んだ。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【113,757】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

(1)サ ービスグ

ラントの提供
を通じたNPO
等支援事業

ウェブサイ ト・印刷

物・事業計画立案・

プログラム運営マニ

ュアル等のプロボノ

プログラムを提供

し、NPO等の基盤強

化を支援 した。

令和 1年

10月 1日

令和 2年

9月 30日

東京都
と周辺

地域

大阪府

と周辺

地域

26名

①NPO法人等

②プロボノワー

カー

③その他提供さ

れた成果物を手

にす る一般 市

民・NPO等

①約 30団
体
②約 150
名
③多数

8,086

(2)企 業・行政

等 との連携 に

よるプ ロボ ノ

プ ログラムの

運営事業

企業社員によるプロ

ボノプロジェク ト、行

政 と連携 した地域活

動支援のためのプ ロ

ボノプロジェク ト等

を通じて、幅広い NP
O・ 社会人にプロボノ
ヘの参加機会を創出

した。

令和 1年

10月 1日

令和 2年

9月 30日

青森県

東京都

大阪府

横浜市

神戸市

等

26名

①NPO法人等
②プロボノワー
カー

③その他、提供

された成果物を

手にする一般市

民 。NPO等

①約 120
団体
②約 500
名
③多数

104,131

(3)プ ロボノプ
ログラムの運

営を担 う人材

育成事業

特になし 0

(4)プ ロボノの

普及・広報・社

会的制度化 に

関する事業

プロボノワーカーの

イ ンタビュー記事の

発信や ウェプサイ ト

の リニューアル (進行

中)、 講演・イベン ト
ヘの出講な どを通 じ

て情報発信 に取 り組

んだ。

令和 1年

10月 1日

令和 2年

9月 30日

26名

ゥェプサイ トを

閲覧する一般市

民・NPO等

多数 1,540



(5)そ の他 目的

を達成す るた
めに必要な事

業

特になし

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和1年度 活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

令和1年 10月 1日 から令和2年 9月 30日 まで 特定非営利 人 サービスグラント

金

92.000

620,104

600,000

145,354.622
サービスグラントの提供を通じたNPO支 援事業

企業・行政等との連携によるプロボノプログラムの運営事業
プロボノプログラムの運営を担う人材育成事業
プロボノ 及・広報・社会的制度化に関する事業

正

2

3

4

92 000

620 104

600 000

1 232 040

347受取利息
5 その

724,370
143,398,212

0

347

146.667.073

(1)
給料手当 57,256,473

2 の

外注費
会議費
交際費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
新聞図書費
印刷製本費
租税公課
支払手数料
研修費
水道光熱費
地代家賃
保険料
賃借料
広告宣伝費
修繕費
雑費
減価償却費
貸倒引当金繰入額

30,014,177
3,635,634

59,515
3,927,148

996,641
694,206
23,044

1,348,298
37,250

644,421
4,960

133,087
3,967,792

113 757 98
2

1

給料手当 6.763,604
862 000

2 の

外注費
福利厚生費
会議費
交際費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
新聞図書費
水道光熱費
印刷製本費
諸会費
支払手数料
研修費
地代家賃
賃借料
保険料
租税公課
雑費
支払報酬料
減価償却費

94,966
121,686
114,349
8,000

691,005
727,325
568,519

9,438
307,067
58,962
53,000

1,505,832
123,500

4,686,900
,560
,289
,928
,400
,025
,133

101 488

田 ロ

B 6.807.596当 期 経 常 増 減 額

当 期 経 常 外 増 滅 l C D ②

6.80′ .596
879,401D

28.301.047
及 び人

正

34.229.243

]■■■日|■■■口,.:日目F評ギ1日■■■

【]■』EI]巳■EヨL■l■l■l■l■l■l■l■■■ ■l■l■l■l■l■■ ■

‐:]【】【〕夏【】■■■■■

■■■■巨圧雇団□□

|

〔B】 経 常 費 用
:ヨ

「
■11

65,761,496

7.625,604

費 用



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 1年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サービスグラント

金 箱 小 計・ 合計

(1) 形 固

ソフ トウェア 1,012,500

3,246,018

2

2

の

差入保証金
(3) の

現金預金
未収金
前渡金
前払費用

52,110,898
18,017,612

376,200
78,861

-115.844

【A】 資 ①+② 74,726.245産 合 計

2

+

1

B-1

未払法人税等
未払金
未払費用
未払消費税等
前受金

879,400
6,635,381

378,832
2,427,200

29,402,785
773.404

40.497.002

40.497.002

28,301,047
5,928,196

B-2
正

74,726.245【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

■■■‐ r"



書式第 16号 (法 28

令和 1年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サービスグラント

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正
計基準協議会)によっています。
(1)固 定資産の減価償却の方法

無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却をしています。

NPO法 人会

(2)引 当金の計上基準
・ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率により計上 しています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2.事 業別損益の状況

(単位 :円 )

科 目

サーヒ'スク・ラントσ)
提供を通じた
NPO等支援事業

企業・行政等
との連携によ
るプロホ・ノプログ
ラムの運営事業

フ・ロホ'ノフ・,ク
｀
ラム

の運営を担 う
人材育成事業

プロホ・ノの普
及・広報 。社
会的制度化に

関する事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費
人件費計

(2,そ の他経費
外注費
福利厚生費
会議費

交際費
旅費交通費

通信運搬費
消耗品費
新聞図書費
印刷製本費

租税公課

支払手数料

研修費
水道光熱費
地代家賃

保険料

賃借料
広告宣伝費
修繕費
雑費

諸会費

支払報酬料
減価償却費

貸倒引当金繰入額
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

92,000
620,104

600,000
724,370 143,398,212 1,232,040

92,000

620,104

600,000

145,354,622

0 347

92,000

620,104

600,000

145,354,622
347

2,036,474 143,398,212 1,232,040 146,666,726 347 146,667,073

164,490

30,093

57,091,983

8,474,930

57,256,473

8,505,023

6,763,604

862,000

64,020,077

9,367,023

194,583 65,566,913 65,761,496 7,625,604 73,387,100

1,819,727

119,880

6,000
732,765

13,003

631,126

2,517
580

319,705

40,815

2,598,400

14,340

1,084,934

508,200

26,655,550

3,515,754

53,515

3,194,383

982,365

63,080
20,527

1,347,718

37,250

324,716

4,960

92,272

1,369,392

33,440
127,534

1,595

27,557

596,876

115,844

1,538,900

1,273

30,014, 177

0

634

515

148

641

206

044

298

250

421

960

087

792

780

534

595

934

557
0

0

076

844

3,635,

59,

3,927,

996,

694,

23,

1,348,

37,

644,

4,

133,

3,967,

47,

127,

1,

1,084,

27,

1,105,

115,

94,966

121,686

114,349

8,000
691,005

727,325

568,519

9,438
58,962

6,726,928
1,505,832

123,500

307,067

4,686,900
6,289

304,560

7,400

53,000

1,482,025
878,133

30,109,143

121,686

3,749,983
67,515

4,480,153

1,723,966

1,262,725
32,482

1,407,260

6,764,178

2,150,253

128,460
440,154

8,654,692

54,069

432,094
1,595

1,084,934

34,957

53,000

1,482,025
1,983,209

115,844

7,891,992 38,564,328 1,540,173 47,996,493 18,475,884 66,334,377

8,086,575 104,131,241 1,540,173 113,757,989 26,101,488 139,721,477
-6,050,101 39,266,971 -308,133 32,908,737 -26,101,141 6,945,596



3.固 定資産の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

円 )

(単位 :円 )

科 目 期首取り尋価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳 |奪価額

1,282,500

1,993,800

330,000
924,000

328,218

270,000

330,000

1,012,500

2,917,800

328,218

337,500 1,012,500

2,917,800

328,218
3,606,300 1,252,218 600,000

無形固定資産
ソフ トウェア

投資その他の資産

敷金

業務委託保証金
合計 4,258,518 337,500 4,258,518

科 目
計算書類に計
上された金額

内、役員 との

取引

内、近親者及
び支配法人と

の取引
(活動計算書)

管理費 人件費 給料手当

活動計算書計

(貸借対照表 )

未払金

貸借対照表計

6,763,604 6,000,000

6,763,604 6,000,000

(



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 1年度 財産目録
令和2年9月 30日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サービスグラン ト

単位 :円
命 合   計

現金預金

351]襲
舞行

、、゙
=/‐

ヽン 1窯
・

菫l谷菫i:1曇行

渋谷明治通支店
渋谷支店
本店営業部
ビジネス営業部
すずめ支店
渋谷支店

50,295,746
442,013
114,241
57,563

631,310
570 025

未 収

業務委託費 未回収分
次年度補助金立替分

17,877,306
140,306

前渡扉菖会場費 376 200

前払費用
火災保険料 28,701

― バ 50 160

号

売掛金に係 る引当金 ―l15,844

2
(1)

2 形′`フトウ
オ
フ
_ジ

ツ .二
_.力、 1 012 500

(3) そ の の

差入保証金
事務所敷金
業務委託保証金

2,917,800
328,218

【A】 資 産 合 計 ①+② 74,726.245

378,832

3,131,692
3,503,689

879,400

2,427,200

29,402,785

516,304
257,100

40 497 0

月II

2

1

B―

未払法人税

委 託

未払金
外注費 未払分
経費 未払分

未払費用

法人税等
未払消費税等

消費税
前受金

40,497.002【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 34.229,243

.「ヨ■■ロロ■■H

‐ _‐

ロ [~

) :ヨB

|
預 り金

源泉所得税
住民税

色倍合計  ・・・0



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和 1年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事彙年度における報目の有無を

“

載した名簿)

1担上菫:型理 」二人__上:=_L12望 ラ≧L

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

И以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 理 事 監 事

サカ
・
  イクマ 2019年 10月 1日

2020年 9月 30日

2019年 10月 1日

2020年 9月 30日嵯峨 生馬

2 監事

イイタ
・  ヨシコ 2019年 10月 1日

2020年 9月 30日

年

年

月

月

日

日飯田 芳子

3

カワ7・ チ エリコ 2019年 10月 1日

2020年 9月 30日

年

年

月

月

日

日川渕 恵理子

4 理事

イシハラ ヒテ
・
キ 2019年 10月 1日

2020年 9月 30日

年   月 日

日年 月石原 英樹

5 監 事

ナカシ
・
マ サヨコ 2019年 10月 1日

2020年 9月 30日

年  月  日

年  月  日中島 祥公子

6 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年  月

8 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年 月

10 理事・監事

年  月  日

年   月   日

年

年

月

月

日

日

事 業 報 告 用

/~ヽ

マ呈多ノ監事

監 事



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

2020年 9月 30日 現在

特定非営利活動法人 サービスグラント

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 嵯峨生馬

2飯田芳子

3 川渕恵理子

4 中島祥公子

5 石原英樹

6 奥山俊一

7 田端規子

8荒井裕之

9北場彰

11 三階堂光洋

12西山典仁

13松澤寿典



14 田中洋

15 山田孝雄

16寺島鉄兵

17 河田浩司

18 岡田真希子

19官田文

20安藤嘉浩

21藤田孝広

22一色義直

23大森琢磨

24川窪千壽

25守分満

26福澤進

27 貞光九月

28 岡林典雄



29 弓場俊幸

30米倉史人

31紺野浩司

32三鳥智史

33下田佳

34安藤早織

35新井博子

36 山本郁雄

37浅沼努

38浦野裕一

39片野裕規

40足立哲也

41村瀬匡範

42福原教士

43三塚義治



44椎名健治

45 工藤麻衣子

46浅妻淳也

47 山本行道

48文谷隆

49高見悦子

50加藤吉英

51池田祐理

52辰井俊二

53 中川智子

[

|

|


